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2022 年 2 月 17 日 

株主各位 
会 社 名  アステナホールディングス株式会社 
代表者名  代 表 取 締 役 社 長  岩 城  慶 太 郎 

（コード番号 8095 東証第１部） 
問合せ先  常 務 取 締 役  大 森  伸 二 

（TEL.03-3279-0481） 

 
「第 82 回定時株主総会招集ご通知」記載事項の一部訂正について 

 

「第 82 回定時株主総会招集ご通知」の記載事項に一部訂正すべき事項がございましたので、こ

こにお詫び申しあげますとともに、下記のとおり訂正させていただきます。  

 

記 

 

１． 訂正箇所 

事業報告 １．企業集団の現況  

（１）当事業年度の事業の状況  

①事業の経過及び成果 セグメントの概況 26頁から 30頁 

２． 訂正内容は以下の通りであります。 

 

＜訂正前＞ 

・26 頁 事業の経過及び成果 
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的大流行の影響

による企業収益の大幅な減少や雇用情勢の悪化など経済活動が停滞しており、依然として先

行きは不透明であります。 

・27 頁 ファインケミカル事業 
医薬品原料市場におきましては、新型コロナウイルス感染拡大に対する外出制限やマス

ク・手洗い等の予防対策実施の結果、病院における診療数及び処方量が落ちた事により、各

医薬品メーカーの製品・原料在庫が動かず厳しい状況となっております。 

このような状況のもと、販売面は、ジェネリック原薬及び新規医薬用中間体の販売強化に

注力し、中分子医薬分野を重点市場と捉え、海外商材提案、原材料新規開発等を展開いたし

ました。また製造面は、収益改善を目的とした製造販売中止と価格改定を推進いたしまし

た。その結果、国内市場におきましては、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、一般

用医薬品のインバウンド需要の減少や、ジェネリック処方患者数の減少等の影響があったも

のの、業績への影響は軽微であり、またジェネリック用途での新製品用大型原薬の採用等が

あり、堅調に推移いたしました。一方、海外市場におきましては、新型コロナウイルス感染

拡大の影響により、特にインドネシア向けの販売製品が当連結会計年度後半より鈍化してお

ります。また、電子・機能材料の製造・販売は需要の減少が続き、厳しい状況で推移いたし
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ました。これらの結果、売上は堅調に推移したものの、利益は厳しい状況で推移いたしまし

た。 

 医薬品ＣＤＭＯ市場におきましては、新型コロナウイルス感染拡大による医療機関の訪問

制限や、感染リスクの懸念による被験者確保の難航により、一部の顧客において医薬品開発

に遅れや変更、開発体制の見直しが生じている状況となっております。 

このような状況のもと、顧客の要望に的確に応えることを目的として、営業体制の再構築

による営業力の向上を図るとともに、新技術の開発等のサービス拡充に努めてまいりまし

た。その結果、新型コロナウイルス感染拡大の影響による製薬企業の医薬品開発の遅れや変

更等の影響により、受注及び売上において減少影響があったものの、その影響は軽微となり

ました。また、新型コロナウイルス感染拡大の防止策を講じることにより、稼働を落とさず

安定的なサービスを提供する事を実現してまいりました。これらの結果、売上及び利益とも

に堅調に推移いたしました。 

・28 頁 医薬事業 
医療用医薬品市場におきましては、昨年10月と本年４月の薬価改定、新型コロナウイルス

感染拡大による医療機関受診抑制の影響やジェネリック医薬品市場における政府の後発医薬

品使用促進策の効果が頭打ちとなり事業環境の厳しさが増す一方、一般用医薬品市場におき 

ましては、新型コロナウイルス感染症関連製品の需要拡大が続いています。 

 このような状況のもと、医療用医薬品分野では、安定供給体制の下、外皮用剤や男性型脱

毛治療薬を中心に、調剤薬局、医療機関への適切な情報提供活動に取り組みましたが、新型

コロナウイルス感染防止のため、訪問先は一部の開業医など限定的となりました。他方、美

容医療分野においては、美容クリニック顧客向けのＥコマース拡大に注力いたしました。そ

の結果、医療用医薬品分野では、度々の薬価改定、新型コロナウイルス感染拡大による医療

機関受診抑制やＭＲの限定的情報提供活動に加え、新型コロナウイルス感染防止対策に伴う

工場稼働率の低下や生産調整、海外原料の入荷遅延など苦しい状況にありましたが、主力の

副腎皮質ホルモン剤などの外皮用剤、男性型脱毛治療薬や消毒剤の販売は好調に推移いたし

ました。一般用医薬品分野では、新型コロナウイルス対策向けうがい薬、ビタミンＣ原末・

錠や提携外皮用剤新製品の売上が伸長いたしました。一方、美容医療分野では、美容クリニ

ック向け化粧品は医療機関受診の減少に伴い売上が低調に推移いたしました。 

 また、2020年７月に鳥居薬品株式会社より譲受した受託製造を中心とする岩城製薬佐倉工

場株式会社の業績が寄与し、事業収益は大幅に伸長いたしました。 

・29 頁 HBC・食品事業 
化粧品原料市場におきましては、新型コロナウイルス感染拡大により、インバウンド及び

国内需要の落ち込みに伴い、大手メーカーを中心とした需要も同様に減退いたしました。通

販化粧品業界においても外出抑制などの影響があり低迷いたしました。 

 このような状況のもと、化粧品原料分野では、自社品であるヒアルロン酸を筆頭に主力取

り扱い原料の販売に注力いたしました。通販化粧品分野におきましても、既存品の販売促進

活動に加え、新商品を複数上市するなど積極的に事業を展開いたしましたが、新型コロナウ

イルス感染拡大により、インバウンド需要及び国内需要が落ち込み、大手メーカーを中心と

してビジネスが低迷いたしました。通販化粧品業界におきましても外出抑制、マスク使用の

影響があり同様に低迷いたしました。 

 ドラッグストア・薬局・薬店を主とした市場におきましては、以前よりあったインバウン

ド需要の減少に加えて、新型コロナウイルス感染拡大による需要の落ち込み、在宅勤務への

移行に伴う首都圏店舗の売上減少が響き、大変厳しい状況となりました。 

 このような状況のもと、一般用医薬品を主体とした卸売分野では、マスクなどの感染症対

策製品の取り扱いを増やすなど積極的に活動し、新規取引先の獲得への活動にも注力いたし

ました。その結果、消毒剤など感染症対策商品は好調に推移しましたが、化粧品・風邪薬な

どが厳しい展開となり、全体として需要が戻ることはなく、得意としておりました空港店

舗、首都圏店舗を中心に需要は大きく減退し業績も低迷し、新型コロナウイルス感染拡大の
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影響が強く出た結果となりました。 

 食品原料・機能性食品原料市場におきましては、新型コロナウイルス感染拡大による訪日

外国人の減少や在宅率の高まりにより、外食・オフィス需要は減少したものの、テイクアウ

トや「巣ごもり需要」が拡大いたしました。また、健康食品需要も拡大いたしました。 

 このような状況のもと、食品原料・機能性食品原料分野では、自社品を中心に新規顧客へ

のアプローチを増やし、既存ビジネスにおいては成功事例の横展開を行う活動を積極的に行

ってまいりました。その結果、新型コロナウイルス感染拡大による在宅率の高まりによる

「巣ごもり需要」拡大が寄与し、加工食品向け原料を中心に好調を維持いたしました。ま

た、機能性食品原料も新規ビジネスを獲得するなど、堅調に推移いたしました。一部の需要

が減少したものの、新型コロナウイルス感染症による大きな影響はありませんでした。 

・30 頁 化学品事業 
表面処理薬品市場におきましては、世界的な新型コロナウイルス感染拡大により、世界各

国で出入国禁止や外出制限などの措置が継続し、一部の国・地域において経済活動再開の動

きはあるものの、第２波、第３波の恐れにより閉塞感に包まれた状況が続きました。また、

輸出時には海上輸送船舶及びコンテナ不足によりサプライチェーンへの影響も拡大いたしま

した。 

 このような状況のもと、表面処理薬品分野では、感染症対策の為、お客様とのコミュニケ

ーションが制限された環境下で、国内はＩＣＴを活用しつつ微細配線形成用薬品、半導体電

極形成用薬品、受動部品向けめっき薬品の拡販を継続して行いました。また、中国・台湾・

韓国など比較的影響が軽微な地域では同様の主力製品を中心に積極的な営業活動を展開いた

しましたが、新型コロナウイルス感染拡大による世界的経済低迷は、当社を取り巻く業界に

も大きな影響を与え、特に上半期を中心に自動車産業向け薬品が大きく減少し、新規採用評

価試験の遅延等が発生いたしました。しかしながら下半期からは回復基調となり、また電子

部品、半導体向け薬品においては高速大容量通信の第５世代（５Ｇ）、在宅勤務向けインフ

ラ需要の下支えなどから堅調に推移いたしました。販売は計画数値には及ばなかったものの

活動費の合理化等による利益改善が進んだことにより利益は堅調に推移いたしました。 

 表面処理設備市場におきましては、世界的な在宅勤務や自宅学習等に伴うデータ通信量急

増を背景に、サーバーやパソコン、タブレット端末は堅調に推移し、また自動車産業は一時

的には生産量が減少しましたが、現在では生産が回復しております。業界を牽引していたス

マートフォンの販売は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により世界的な不振が続いてお

ります。 

 このような状況のもと、表面処理設備分野では、これまで進めてきた利益改善活動を更に

強化するとともに、これまでに培ってきた技術の継承による作業効率の向上や納期短縮等を

進めてまいりました。また日進月歩で進化する微細回路形成や軽薄短小化に対応すべく、新

たな装置開発に取り組んでまいりました。その結果、世界経済の低迷により、年内に計画さ

れていた設備投資の中止や延期、あるいは確定していた受注品の納期先延ばしに加え、不要

不急の外出や感染拡大地域への出張停止等による営業活動の停滞はあったものの、前年同月

比売上が増加するなど堅調に推移いたしました。 

 

＜訂正後＞ 

・26 頁 事業の経過及び成果 
当連結会計年度におけるわが国経済は、変異株をはじめ新型コロナウイルス感染症による

影響があるものの、各種政策の効果や海外経済の改善もあり、持ち直しの動きがみられてお

ります。 

・27 頁 ファインケミカル事業 
医薬品原料市場におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響により、国内・輸出と

もに自社製造原薬であるアレルギー剤や、解熱鎮痛消炎原薬等の荷動きが低調に推移してい
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る状況となっております。一方でＧＥ原薬を始めとした新規開発品目の納入実績もみられる

状況となっております。 

このような状況のもと、販売面は、新規ＧＥ原薬や新薬向け中間体の新規販売に注力し、

製造面は、新規受託案件の獲得や獲得した案件の遂行に注力いたしました。また、期中にグ

ループ化したJITSUBO株式会社の中分子領域での新規販売活動や、医薬事業とのシナジーに

よる案件創出にも注力いたしました。その結果、販売面は、前期に顧客側で多めに在庫を抱

えていた反動もあり、原料関連の荷動きが全体的に悪化しましたが、新規品目の採用や一部

製品の稼働増加のプラス要因でカバーしたこともあり、全体としては堅調に推移いたしまし

た。製造面は、受託製造につきまして、各社のサプライチェーンの見直しにより海外製造所

から国内製造所への製造サイトの変更を検討する傾向が全体的に強まっており、これに伴う

引き合い案件数も大きく増加し、堅調に推移いたしました。 

医薬品ＣＤＭＯ市場におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響による医療機関訪

問の制限や患者さんの来院控えなどにより、臨床試験への影響が継続しており、顧客である

製薬企業の一部において医薬品開発スケジュールに遅れや変更などが生じ、開発体制の見直

しが生じている状況となっております。 

このような状況のもと、顧客の多様なニーズに対応すべく、バイオ分析機能の拡充や

JITSUBO株式会社のグループ化などサービス領域を拡充するとともに、グループ間営業機能

強化を進め、大口顧客からの案件獲得及び新規顧客開拓に取り組んでまいりました。また、

新型コロナウイルス感染拡大のなかでも、感染防止策を講じることにより、安定的な稼働の

維持に努め、研究開発・製造・分析といった顧客へのサービスを維持してまいりました。そ

の結果、新型コロナウイルス感染症の影響による製薬企業の医薬品開発の遅れや変更等の影

響があったものの、その影響は軽微となり、売上及び利益ともに堅調に推移いたしました。 

・28 頁 医薬事業 
医療用医薬品市場におきましては、2020年に続く2021年４月の薬価改定、後発医薬品使用

促進策の効果頭打ち、2021年12月に発生したジェネリック医薬品による健康被害に端を発す

る信用失墜に加え、新型コロナウイルス感染症対応に伴う緊急事態宣言の長期化など経営環

境は非常に厳しい状況にある一方、一般用医薬品市場におきましては、新型コロナウイルス

関連製品の需要拡大が続いております。 

 このような状況のもと、医療用医薬品分野では、品質最優先・法令遵守・安定供給体制の

もと、６月新発売の脱毛症治療薬の採用活動とともに外皮用剤を中心とした、調剤薬局・医

療機関への適切な情報提供活動に取り組みました。美容医療分野では、美容クリニック顧客

向けのＥＣ（Electric Commerce）拡大に注力いたしました。岩城製薬佐倉工場株式会社で

は、受託品の増産要請に積極的に取り組みました。その結果、医療用医薬品では、主力の副

腎皮質ホルモン剤をはじめとする外皮用剤やアトピー性皮膚炎治療薬、新製品の男性型脱毛

治療薬などが伸長いたしました。一般用医薬品では、主力のビタミン原末や提携外用新製品

の売上は低調に推移いたしましたが、うがい薬は伸長いたしました。美容クリニック向け化

粧品は、緊急事態宣言解除に伴い受診も増え、売上が伸長いたしました。2021年１月に出

資・業務提携を行った株式会社キノファーマとの製剤共同開発も好調に推移いたしました。

岩城製薬佐倉工場株式会社では、既存品の増産に加え、新規研究受託もあり収益が伸長いた

しました。 

・29 頁 HBC・食品事業 
化粧品原料市場におきましては、化粧品市場全体の出荷金額が21ヵ月連続（2021年９月現

在）でマイナスになるなど低調に推移している状況となり、通販化粧品市場におきまして

は、オンライン需要の高まりにより好調に推移している状況となっております。 

このような状況のもと、化粧品原料分野では、新規自社企画品及び自社原料の拡大及び関

連会社との原料の取り組みに注力し、通販化粧品分野では、新商品を複数品目発売、Amazon

にも旗艦店を出店いたしました。その結果、化粧品原料分野は、特に下期に顕著に需要が回

復し好調に推移いたしました。一方、通販化粧品分野は、主要顧客層の外出自粛が続くなど
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新型コロナウイルス感染症の影響は続いており、売上・利益とも前同割れするなど低調に推

移いたしました。 

ドラッグストア・薬局・薬店を主とした市場におきましては、医薬品・化粧品の売上が落

ち込み、減益となる企業が相次ぎ、都市部においては店舗撤退が目立つなど低調に推移した

ことで業界再編が活発化しました。 

このような状況のもと、一般用医薬品を主体とした卸売分野では、自社企画品の提案強

化、不採算取引の是正に取り組むとともに、新規顧客開拓にも取り組み、マルマンＨ＆Ｂ株

式会社の株式を取得し商品企画機能を強化いたしました。その結果、一般用医薬品を主体と

した卸売分野は、不採算取引の解消が進んだものの、主要得意先の首都圏店舗、空港店舗等

の引き続きの不振、業界再編に伴う売上急減が大きく影響し、売上及び利益とも厳しい状況

で推移いたしました。商品企画分野では、「韓国コスメ」がダイレクトマーケティング（特

にＥＣ）と店舗販売の双方で好調に推移いたしました。 

食品原料市場におきましては、「巣ごもり需要」や免疫力の向上や体力増進・維持が期待

できる商材の需要が旺盛で好調に推移したものの、業務向け等は依然として低調となり、原

材料価格の高騰が随所に見られました。 

 このような状況のもと、食品原料分野では、組織の営業力強化を重点に置き、自社原料の

提案、既存顧客の取引拡大、新規顧客の獲得及びその成功事例の組織活用に積極的に取り組

んでまいりました。その結果、食品原料分野は、新型コロナウイルス感染症禍においての営

業の対応力が顧客に評価され、その成功事例の横展開を行うことで好調に推移いたしまし

た。機能性食品原料分野では、顧客のニーズを的確にとらえた提案が奏功し、好調に推移い

たしました。 

・30 頁 化学品事業 
表面処理薬品市場におきましては、デジタル化の加速により関連市場は堅調に推移いたし

ましたが、半導体を中心として世界的にあらゆる部品・原料の調達不安が断続的に発生いた

しました。また多くの原材料価格、物流費用が高騰傾向となるなど、製造・販売部門におき

ましてもサプライチェーン上の逆風が強く、厳しい状況となりました。 

このような状況のもと、表面処理薬品分野では、引き続きお客様とのコミュニケーション

が制限された環境下で、国内は、ＩＣＴを活用しつつ微細配線形成用薬品、半導体電極形成

用薬品、受動部品向けめっき薬品の拡販を継続して行いました。中国・台湾・韓国などの比

較的影響が軽微な地域では、同様の主力製品を中心に積極的な営業活動を展開いたしまし

た。その結果、新型コロナウイルス感染症による活動制限はありましたが、当社を取り巻く

市場は後半にかけて世界的に回復傾向を示しました。電子部品、半導体向け薬品では、５

Ｇ・在宅勤務向けインフラ需要の下支えなどがあり、材料不足による生産制限はありました

が比較的堅調に推移いたしました。結果として売上・利益ともに好調に推移いたしました。 

表面処理設備市場におきましては、新型コロナウイルス感染拡大抑止のためのリモートワ

ークや遠隔授業などが普及し、ＰＣをはじめタブレット、サーバーなどの電子機器需要が急

増する状況のなか、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）やIoT化の動きが、新型コ

ロナウイルス感染拡大により一気に加速しており、エレクトロニクス産業や電子回路・関連

資機材市場に活気を与えております。 

このような状況のもと、表面処理設備分野では、装置事業のテーマである”納期短縮”に

向けて、これまで以上に業務の効率化に努め、顧客満足度向上の取り組みを進めてまいりま

した。また安全操業を目指し、社員が安全で健康に業務ができる職場環境整備にも注力して

まいりました。その結果、業務改善活動を進めたことで会社全体が活性化され、全社員参画

型の会社運営に近づきました。新型コロナウイルス感染症禍により、対象地域によっては緊

急事態宣言並びにまん延防止等重点措置の影響を受けたものの、社員各自が自分の目標に向

けリモート等を駆使するなどして営業活動や現場工事計画を完遂させ、好調に推移いたしま

した。 

以上 


